
（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 66,821 千円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 1,557,180 千円

（うち一般財源）

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国県支出金 町債 その他
うち地方消費
税交付金（社会
保障財源化分）

障害者福祉事業 387,439 248,108 0 0 139,331 8,650

高齢者福祉事業 87,157 470 800 32,013 53,874 3,345

児童福祉事業 443,567 103,898 0 14,032 325,637 20,216

母子福祉事業 17,725 5,554 1,600 0 10,571 656

その他 8,950 0 0 0 8,950 556

小計 944,838 358,030 2,400 46,045 538,363 33,423

国民健康保険事業 143,458 45,789 0 0 97,669 6,064

介護保険事業 196,676 0 0 0 196,676 12,210

後期高齢者保健事業 129,921 27,514 0 0 102,407 6,358

小計 470,055 73,303 0 0 396,752 24,632

母子保健事業 4,919 0 0 0 4,919 305

疾病予防対策事業 53,467 139 0 0 53,328 3,311

健康増進事業 46,754 942 0 0 45,812 2,844

その他 1,501 0 0 0 1,501 93

小計 106,641 1,081 0 0 105,560 6,553

35,646 0 0 0 35,646 2,213

1,557,180 432,414 2,400 46,045 1,076,321 66,821

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

（平成28年度決算）

　　（1,076,321千円）
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地方公務員共済組合負担金（基礎
年金拠出金及び育児休業手当金）

　平成26年4月1日より消費税率（国・地方）が5％から8％に引き上げられたことに伴い、地方
消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障4経費（年金、医療、介
護、子育て）及びその他社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　軽米町の平成28年度一般会計決算における社会保障関連経費への充当状況は下記のとおりで
す。


